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第 1 回審議会における質問事項・要望等と回答・対応内容 
 

No 経営戦略

ページ 

質問事項等 回答・対応内容 

1 1 「北海道日本ハムファイターズの・・」と

あるが、表現の見直しを 

エスコンフィールド HOKKAIDO に表現を改める。 

2 7 高齢化・学生などの単身世帯が増えている

のに 1 人 1 日平均はあまり変わっていな

い。 

F ビレッジ地区の開発により、水水量が増

加すると考えた場合、家族が増えるのか、

単身が増えるのか、一人当たり平均水量は

どのように見ているか。 

 

増加分の水量を 1 人 1 日平均でみる予定はない。 

（他の類似建物の実績の数値を用いる。） 

3 7 総有収水量に占める１人１日平均有収水

量（約 234～243ℓ）と家庭用有収水量に占

める１人１日平均有収水量（約 193.2～

203.1ℓ）の乖離が大きい理由は。 

総有収水量は家庭用の他、事業用、工場用などの総水量

を人口で割り返している。 

家庭用有収水量は家庭用のみの水量を人口で割り返して

いるため乖離が発生する。 

このため、総有収水量に占める１人１日平均の数値と同

じ割合で家庭用有収水量に占める１人１日平均の数値が

動くわけではない。 

 

4 9 本市には旧式の鋳鉄管は布設されていな

いということでよいか。 

本市に布設されている鋳鉄管は全てダクタイル鋳鉄管で

ある。 

資料１-２ 
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No 経営戦略

ページ 

質問事項等 回答・対応内容 

5 12 市民向けに、耐震管の画像を入れてはどう

か。 

画像を追加する。 

6 30 Ｆビレッジ、駅西口だけでなく、青葉浄水

場跡地の利用についても記載したらどう

か。青葉の売却と定住促成は市の成果なの

で。（倉庫にするという業者を辞めた経緯

もあるため） 

 

計画内に追加する。（２文程度） 

7 30 ４行目「北海道利用大学」となっている。 「北海道医療大学」へ修正する。 

 

8 33 ラピダスの影響はあるのか。 ラピダスは工業用水道であり、苫小牧から水を持ってく

るため、本市の水道には影響を及ぼさないところである。 

 

9 全体 北広島市の家庭用・その他の水量割合はど

うか。 

家庭用の水量は 80％程度 

家庭用の料金は 75％程度 

 

10 36 法定耐用年数とは違う目標耐用年数を使

用するとあるが、根拠があるのだろうか。

安全性に問題はないか。 

管路の新しい素材・技術によってメーカーより法定耐用

年数以上に持つ旨確認している。 

アセットマネジメント計画策定時に当該目標耐用年数で

問題ないと協議したところである。 
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No 経営戦略

ページ 

質問事項等 回答・対応内容 

11 36 （公社）日水協としても法定耐用年数の見

直しを要望している。 

事業者側としては会計上、法定耐用年数で

は厳しいという現状があるのではないか

と思うが、どうか。 

減価償却を法定耐用年数で割り返すことになるが、年数

が長くなれば減価償却費の年あたり費用が下がるため、

各自治体や日水協含め要望していると認識している。 

12 36 管路の目標耐用年数が管種だけでなく、管

の重要性によって定められているが、管種

のみで分けるべきではないか。 

計画への掲載方法について再整理する。 

13 37 今後の更新需要に対応するため、職員の増

加・再任用の検討をしてもらいたい。【要

望】 

現状の職員体制を継続していく計画とし、意見として参

考とする。 

14 47 有収率の向上は「強靭」にも結び付くこと

であることから、類似団体平均水準だけで

なく、90％程度を目標としてもらいたい。

【要望】 

平成 28 年度に 90％を下回ってからは減少傾向が続いて

いるが、漏水調査等に取り組み、修繕等を行うことで、

90％の有収率に引き上げることを目標値とする。 
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【参考】有収率の推移（長期版） 
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No 経営戦略

ページ 

質問事項等 回答・対応内容 

15 48 地下水から水道水への転換促進の制度利

用者●者は現時点でどうか 

現時点では 0 である。公表前に修正を行う予定。 

16 50 各家庭でもっと水を使うようにとの広報

は。いきなり料金改定というよりはまずは

水を使うように PR したらどうか（市内の

飲食店で飲食を） 

水道広報の特集記事は２年に一度行っている。 

ペットボトルとの比較は R2 又は R3 に広報に掲載してい

る。 

世界的に見ても水道水をそのまま飲める国は限られてい

る。 

それを市民へ広報したいと考えている。 

 

直接的に使用水量を増やしてくださいとは言えないた

め、安全・安心な水をアピールすることにより水量増加

につなげたい。 

17 50 環境保全の観点（節水）から、もっと水を

使うようにという広報には問題があるか

もしれない。 

18 50 先の田中委員と川津委員の内容だが、よく

あるのはペットボトルで水を買うのでは

なく、蛇口の水を飲むことが環境にも水道

料金の抑制にもつながる。 

【参考】令和 2年 8月 1日号広報より 
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No 経営戦略

ページ 

質問事項等 回答・対応内容 

19 53-54 2030 年のパリ協定に向けた温室効果ガス

削減に関し、上下水道施設でどれくらいの

エネルギー削減目標（原油換算（〇〇ｋℓ

など））を立てているのか。 

また、市役所全体の数値の内水道事業が占

めている割合は。 

市役所の温室効果ガス排出量削減対策については、北広

島市役所事務事業第５次地球温暖化対策実行計画で定め

ているが、上下水道の施設は目標設定施設の対象外（給

配水人口の増減等により活動量に変動がある施設）であ

る。 

このため、具体的な目標設定はしていないが、次世代自

動車の導入や電子化によるペーパーレス化を推進する方

針である。 

また、配水池などへの太陽光パネルの設置は重量の関係

や発電した電気を動力電気としては使えない現状がある

ことから現時点では導入しない予定である。 

なお、下水道事業の汚泥処理で大きなエネルギーを使用

していることから、来年度の下水道ビジョン・経営戦略

改定時に計画にエネルギー削減について検討する必要が

あると考えている。 
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No 経営戦略

ページ 

質問事項等 回答・対応内容 

20 54 次世代自動車の導入率（R12 年度：100％）

は無理して入れなくていいのでは。購入金

額などは分からないが、耐震化や他の優先

すべきものをやった方がよいのでは。 

 

貨物バンタイプの４WD の次世代自動車は現時点で販売

されていないため、導入できていない。 

市全体の次世代自動車に切り替える動きがあるため、足

並みを揃えたいが、費用と比較し検討する。 

21 全体 水道行政が国交省に移管されたが、上下一

体での急所の整備計画はあるか 

北広島市上下水道耐震化計画を令和 7 年 1 月に策定し、

その中で、送水管の耐震化事業および重要給水施設耐震

化事業で推進しており、急所施設の耐震化を進めている。 

22 全体 ウォーターPPP と広域化は連携している。

スケールメリットがあるので事業体のエ

リアを超えての検討もしてはどうか。 

WPPP は、まず上下水道一体としてスケールメリットが出

せるように考えている。 

広域連携は他の事業体の諸事情等があり調整に時間を有

すると予想されることから、現時点では難しいと考えて

いる。 

23 全体 管路は延長での評価となっているが、口径

の大きい管をより高く評価するため、容積

での評価などはできないか。 

大きい口径の管の評価を高くするなど、評

価指標の見直しをすることはできないか。 

容積による評価を行ってみた結果、現在のところ耐震化

率はほぼ同一で老朽化率は若干上昇することとなった。 

このため、評価指標の見直しをすることは考えていない。 

 


